
財 産 目 録
（平成22年９月30日現在）

（単位：円）

科 目 金 額 備 考

流動資産 11¶012¶915¶318¶610

現金及び預金 54¶597¶001¶733 普通預金・当座預金 三菱東京ＵＦ
Ｊ銀行

貸付金 11¶027¶318¶769¶601 1¶851口
貸倒引当金 � 126¶544¶105¶420

前渡金 5¶897¶651¶914

前払費用 87¶360¶005

未収収益 51¶202¶073¶796

未収貸付金利息 50¶670¶697¶882 当半期末における未収貸付金利息
未収コミットメントチャージ 530¶173¶324 当半期末における未収コミットメン

トチャージ
未収受取利息 1¶202¶590 当半期末における未収受取利息
未収入金 175¶373¶857

立替金 16¶114¶045

算定割当量 165¶079¶079

固定資産 129¶498¶709¶313

有形固定資産 10¶650¶945¶734

建物 2¶250¶906¶599 8棟（延11¶809•84fl）
構築物 38¶624¶281 21点
機械装置 52¶802¶657 24点
車両運搬具 145¶419¶223 126点
工具器具備品 381¶119¶947 172点
土地 7¶782¶073¶027 6箇所（8¶947•93fl）
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平成２２年（再イ）第１００９号
大阪市住吉区我孫子西２丁目９番６`305号
再生債務者 林 宏一
１ 決議に付する再生計画案 平成22年12月９日
付け再生計画案
２ 再生計画案に対する回答期間 平成23年１月
11日まで
平成22年12月14日

大阪地方裁判所第６民事部
平成２２年（再イ）第４６５号
札幌市手稲区星置１条４丁目３番４`102号
再生債務者 今野 葉子
１ 決議に付する再生計画案 平成22年12月３日
付け再生計画案
２ 再生計画案に対する回答期間 平成23年１月
12日まで
平成22年12月15日

札幌地方裁判所民事第４部
平成２２年（再イ）第４８号
北海道岩見沢市南町９条２丁目１番12号
再生債務者 岩舩 睦穂
１ 決議に付する再生計画案 平成22年12月１日
付け再生計画案
２ 再生計画案に対する回答期間 平成23年１月
12日まで
平成22年12月15日

札幌地方裁判所岩見沢支部
平成２２年（再イ）第９５号
東京都町田市本町田2533番地公社住宅ハ８`
507

再生債務者 小林 健志
１ 決議に付する再生計画案 平成22年11月19日
付け再生計画案
２ 再生計画案に対する回答期間 平成23年１月
12日まで
平成22年12月15日

東京地方裁判所立川支部民事第４部
平成２２年（再イ）第１８号
三重県松阪市上川町3732番地73

再生債務者 中島 孝征
１ 決議に付する再生計画案 平成22年12月14日
付け再生計画案
２ 再生計画案に対する回答期間 平成23年１月
12日まで
平成22年12月15日 津地方裁判所松阪支部

平成２２年（再イ）第２３４号
京都市山科区西野山射庭ノ上町72番地の18

再生債務者 阿部 章
１ 決議に付する再生計画案 平成22年12月６日
付け再生計画案
２ 再生計画案に対する回答期間 平成23年１月
12日まで
平成22年12月15日

京都地方裁判所第５民事部再生係
平成２２年（再ロ）第１号
兵庫県西脇市羽安町82番地の１
再生債務者 齋藤 通紀
１ 決議に付する再生計画案 平成22年12月７日
付け再生計画案
２ 再生計画案に対する回答期間 平成23年１月
12日まで
平成22年12月15日 神戸地方裁判所社支部
平成２２年（再イ）第１号
岡山県新見市新見451番地10

再生債務者 逸見 憲二
１ 決議に付する再生計画案 平成22年12月８日
付け再生計画案
２ 再生計画案に対する回答期間 平成23年１月
12日まで
平成22年12月13日

岡山地方裁判所新見支部再生係
平成２２年（再イ）第１３号
沖縄県沖縄市字古謝1205番地８
再生債務者 玉城 常邦
１ 決議に付する再生計画案 平成22年12月10日
付け再生計画案
２ 再生計画案に対する回答期間 平成23年１月
12日まで
平成22年12月15日 那覇地方裁判所沖縄支部
平成２２年（再イ）第１４３号
大阪府岸和田市八阪町２丁目10番34号
再生債務者 石井 薫
１ 決議に付する再生計画案 平成22年12月９日
付け再生計画案
２ 再生計画案に対する回答期間 平成23年１月
17日まで
平成22年12月15日

大阪地方裁判所岸和田支部個人再生係

独立行政法人統計センター公告

独立行政法人統計センター職員給与規程（統計センター規程第16号）及び独立行政法人統計センター
役員報酬規程（統計センター規程第17号）の一部を改正したので、独立行政法人通則法（平成11年法
律第103号）第52条第２項及び第57条第２項の規定に基づき、次のとおり要旨を公表する。
なお、詳細については、事務所における閲覧及びホームページ（http://www.nstac.go.jp）により

公表する。
平成 22年 12月 28日 独立行政法人統計センター

理事長 戸谷 好秀
１ 改正の要旨 一般職の職員の給与に関する法律等の一部を改正する法律（平成22年法律第53号）
を考慮し、所要の改正を行った。
２ 改正年月日 平成22年11月30日

国際協力機構有償資金協力勘定平成22事業年度上半期決算に関する公告

平成 22年 12月 28日 東京都千代田区二番町５丁目25番地
独立行政法人国際協力機構

理事長 緒方 貞子
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